
安全衛生委員会月例、高崎地区長時間残業報告より

人数
45時間を
超えたもの

80時間を
超えたもの

160時間/2か月
を超えたもの

2012年９月度 231 7 1

１０月度 160 6 6

11月度 208 5 5

12月度 196 2 5

2013年1月度 48 ― 1

2月度 118 2 2

3月度 198 3 1

4月度 176 ― 2

5月度 93 1 1

6月度 181 3 1

7月度 134 ― 5

8月度 101 2 4

9月度 170 3 1

10月度 103 5 ー

１１月度 205 7 5

（１５ヶ月） 2322 46 40
平均 １５４．８人 　　３．０７人 　　　２．６７人

２ ０ １ ４ 年 ３ 月 ３ ０ ８ 号沖電気の職場を明るくする会 【ＯＡＫ】

連絡先：電機労働者懇談会気付 沖電気の職場を明るくする会
東京都港区新橋４－２４－３ エムエフ新橋６０１号 電話 03（6450）1777 花言葉：小さな幸せ

「会」は沖電気とその関連などで働く人々

が「安心して人間らしく働ける職場」を願っ

て創られました。正規・非正規を問わず誰

でも入会できます。略称はＯＡＫ。

《設立１９８６年》

労働相談は、ホームページの「相談窓口」

で常時受け付けています。「沖電気の職場

を明るくする会」で検索して下さい。

過労死認定基準の要旨 (厚生労働省）
①業務が脳・心臓疾患の相対的に有力な原因となっ

ていると認められれば、業務上の疾病と

して労災保険給付の対象になります。

②長期間の過重業務による疲労の蓄積が

脳・心臓疾患の発症に影響を及ぼす業務

上の過重負荷として考慮。その具体的な目安も示

されています。例えば、月１００時間を超える時

間外労働、発症前２～６ケ月間に１ケ月あたり

８０時間を超える時間外労働など。

な
の
は
な

ＯＫＩソフト（ＯＳＫ）の労組委員長の提言

「ワーク・ライフ・バランスを実現するうえ

で、長時間労働は大きな阻害要因。２７００

時間以上の労働の撲滅や全員２４００時間以

内労働の改善を進めている」（ＯＳＫ労組委

員長メッセージ）という目標を掲げなければ

ならないほど、長時間労働が常態化している。

平成１０年労働省告示第１５４号

一般の延長限度時間

１か月 ４５時間

２か月 ８１時間

１年 ３６０時間

沖電気の３６（サブロク）協定

基本 １か月４０時間以内

特例 １か月６０時間以内

特例 １年間８００時間以内

＊高崎地区の有価証券報告書の３月31日

従業員502人内組合員数390人と推定

3月度に45時間を超えた人の割合は約51％

労働基準法 第３６条とは？
労働時間は労働基準法（第３２条）で「一週間に

ついて４０時間、一日については８時間を超えて労

働させてはいけない」とされているが、同３６条で

は、労使で時間外労働協定（３６・サブロク協定）

を結んで労働基準監督署に届ければ、時間外でも休

日でも事実上、上限なしで労働させることが認めら

れている。 労働省は、告示１５４条で限度時間を

示しているが、拘束力がなく、健康破壊を生む長時

間労働にハドメがかかっていない。 長時間残業を

規制する労働組合の姿勢が重要になっています。

規
制
緩
和
と
い
う
言
葉

が
マ
ス
コ
ミ
に
あ
ふ
れ

て
い
ま
す
が
、
自
分
に

は
平
家
物
語
の
『
祗
園
精
舎
の
鐘
の

声
、

諸
行
無
常
の
響
き
あ
り
』
を

も
じ
っ
た
『
規
制
緩
和
の
大
宣
伝
、

格
差
拡
大
の
響
き
あ
り
』
と
聞
こ
え

ま
す
。
規
制
緩
和
の
言
葉
の
響
き
は

い
い
が
、
実
際
に
規
制
緩
和
し
て
よ

い
こ
と
が
あ
っ
た
の
で
し
ょ
う
か
。

▼
労
働
者
に
と
っ
て
の
規
制
緩
和
で

あ
る
派
遣
労
働
に
つ
い
て
は
、
１
９

８
６
年
に
特
定
労
働
者
派
遣
事
業
が

認
め
ら
れ
て
か
ら
２
０
０
４
年
の
規

制
緩
和
で
製
造
業
派
遣
が
認
め
ら
れ

て
以
降
、
現
在
派
遣
労
働
を
含
む
非

正
規
社
員
は
２
０
０
０
万
人
を
突
破

し
て
、
２
０
年
前
と
比
べ
て
非
正
規

比
率
は
１
６
．
５
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し

３
８
．
２
％
に
、
か
つ
て
の
正
社
員

が
当
た
り
前
で
な
く
な
っ
て
し
ま
っ

た
で
は
な
い
で
す
か
。
▼
日
立
製
作

所
の
子
会
社
で
は
、
派
遣
労
働
期
間

が
切
れ
る
こ
と
か
ら
派
遣
労
働
者
に

対
し
て
契
約
社
員
に
切
り
替
え
る
と

提
案
し
て
い
ま
す
が
、
「
組
合
に
は

入
れ
な
い
、
今
よ
り
給
料
は
下
が
り

ま
す
、
辞
め
た
け
れ
ば
ど
う
ぞ
お
好

き
に
」
な
ど
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
パ
ワ
ハ
ラ
は
日
常
茶
飯
事
だ
そ

う
で
す
。
▼
し
か
も
、
今
年
に
な
っ

て
更
な
る
緩
和
。
審
議
し
た
厚
生
労

働
省
の
労
働
政
策
審
議
会
の
メ
ン
バ
ー

に
は
、
規
制
緩
和
を
進
め
た
竹
中
平

蔵
パ
ソ
ナ
会
長
ま
で
入
っ
て
い
る
で

は
な
い
で
す
か
。
ま
さ
に
派
遣
業
界

の
言
い
分
そ
の
ま
ま
の
内
容
で
、
こ

の
ま
ま
で
は
派
遣
労
働
者
は
正
社
員

へ
の
道
を
閉
ざ
さ
れ
て
し
ま
い
か
ね

ま
せ
ん
。
▼
さ
す
が
に
労
働
組
合
も

こ
の
規
制
緩
和
に
反
対
し
て
い
ま
す
。

な
に
か
「
角
を
貯
め
て
牛
を
殺
す
」

の
こ
と
わ
ざ
の
よ
う
で
す
。
力
を
合

わ
せ
て
撤
回
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

時間外労働のルール

再
び

過
労
死
を
だ
す
な

沖
電
気
グ
ル
ー
プ
の
職
場
は
、
９
２
年
か

ら
行
わ
れ
た
人
員
削
減
の
影
響
で
、
ど
こ
も
人

員
不
足
。
今
、
製
造
職
場
で
は
、
４
勤
４
休
の

交
代
勤
務
や
女
性
の
深
夜
勤
務
な
ど
が
、
正
規
・

非
正
規
を
問
わ
ず
増
加
し
、
間
接
職
場
で
は
慢

性
的
な
長
時
間
残
業
が
続
き
、
年
休
取
得
も
平

均
取
得
日
数
１
２
．
６
日
、
切
り
捨
て
日
数
１

０
．
０
３
日
（
１
２
年
度
）
と
過
重
労
働
が
改

善
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
事
業
会
社
Ｏ
Ｋ
Ｉ
ソ
フ
ト

（
Ｏ
Ｓ
Ｋ
・
約
１
２
０
０
人
）
で
は
、
年
間
労

働
時
間
が
２
７
０
０
超
の
社
員
が
で
る
な
ど
、

長
時
間
労
働
が
慢
性
化
し
て
い
ま
す
。

０
９
年
、
沖
電
気
社
員
が
長
時
間
労
働
で

う
つ
病
に
か
か
り
、
自
殺
。
遺
族
の
訴
え
で
、

過
労
死
と
認
定
さ
れ
ま
し
た
が
、
こ
の
よ
う
な

悲
し
い
事
件
を
起
こ
さ
な
い
対
策
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

残
業
の
延
長
限
度
時
間
を
守
れ

事
態
は
深
刻
、
早
急
に
抜
本
的
対
策
を

高
崎
地
区
で
は
、
社
員
の
約
４
割
が
１
か

月
４
５
時
間
と
い
う
労
働
省
の
延
長
限
度
時
間

を
超
え
る
働
き
方
で
す
。
沖
電
気
労
使
は
安
全

衛
生
委
員
会
な
ど
で
の
、
「
働
き
す
ぎ
の
危
険

性
の
認
識
と
対
応
方
法
の
具
体
化
」
が
必
要
で

す
。
長
時
間
労
働
の
是
正
を
「
自
己
管
理
の
徹

底
」
「
仕
事
の
効
率
化
」
「
労
働
者
同
士
の
協

力
」
「
自
助
努
力
」
に
求
め
る
の
で
は
な
く
、

根
本
的
な
人
員
増
な
ど
の
対
策
が
必
要
で
す
。

企
業
は
安
全
に
配
慮
す
る
義
務
が
あ
る

企
業
に
は
、
社
員
の
健
康
に
配
慮
し
て
作
業

を
適
切
に
管
理
す
る
義
務
（
安
全
配
慮
義
務
）

が
あ
り
ま
す
。
長
時
間
労
働
や
深
夜
勤
務
に
な

ら
な
い
よ
う
な
施
策
が
必
要
で
す
。



自民党 民主党 公明党 社民党 その他  共産党 

2716 

1790 

445 342 
701 

0 

１９年間（１９９５年 ～２０１３年）で 
 各党が受け取った政党助成金（億円） 

２０１３年３月３１日まで ２０１３年４月１日以降
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沖電気の障がい者雇用率  ％ 

★ なくそう貧困・格差 守ろう生活 変えよう政治 ★ ２ ０ １ ４ 年 ３ 月 第 ３ ０ ８ 号

降
り
は
内
側

歩(

走
？)

行

【
東
京
】

芝
浦
５
号
館
地
下
売
店
の
お
昼

休
み
は
、
弁
当
を
買
う
人
の
長
蛇

の
列
に
な
り
ま
す
。
特
に
雨
や
寒

い
時
は
１
号
館
の
食
堂
ま
で
の
徒

歩
を
避
け
て
弁
当
を
求
め
る
人
も

多
い
た
め
、
チ
ャ
イ
ム
が
鳴
る
と
、

各
階
止
ま
り
の
エ
レ
ベ
ー
タ
を
使

わ
ず
、
我
先
に
階
段
を
滑
る
よ
う

な
勢
い
で
駆
け
降
り
る
人
も
多
く
、

登
る
人
と
の
接
触
も
あ
や
ぶ
ま
れ

る
状
況
で
し
た
。

昨
年
１
０
月
、
階
段
の
踊
り
場

に
「
階
段
を
下
り
る
人
は
内
側
、

登
る
人
は
外
側
の
矢
印
（
→
←
）
」

の
表
示
が
貼
り
出
さ
れ
、
階
段
利

用
者
に
と
っ
て
は
安
全
対
策
と
し

て
安
心
さ
れ
る
心
遣
い
を
感
じ
て

い
ま
す
。

記
録
的
な
大
雪
の
被
害

【
埼
玉
・
本
庄
】

２
月
１
４
日
か
ら
降
り
続
い
た

雪
は
埼
玉
北
部
で
も
６
０
㎝
超
の

観
測
史
上
最
多
を
記
録
。
た
く
さ

ん
の
被
害
が
出
ま
し
た
。

本
庄
工
場
で
は
、
部
材
搬
入
口

の
屋
根
が
雪
の
重
み
に
耐
え
か
ね

て
折
れ
曲
が
り
、
３
・
４
期
棟
の

ト
イ
レ
の
水
が
出
な
く
な
り
使
え

な
い
状
態
に
。
１
７
日
月
曜
日
は

土
曜
日
と
振
替
で
休
み
に
な
り
、

１
８
日
火
曜
日
は
１
０
時
半
出
勤

に
な
り
ま
し
た
。
車
通
勤
が
多
い

た
め
、
シ
ョ
ベ
ル
カ
ー
で
構
内
駐

車
場
の
雪
か
き
が
行
わ
れ
朝
早
く

か
ら
交
通
整
理
を
す
る
な
ど
の
対

策
が
と
ら
れ
ま
し
た
。

東
京
都
知
事
選
の
感
想【

東
京
】

２
月
９
日
の
都
知
事
選
、
舛
添

要
一
氏
が
得
票
率
４
３
％
で
当
選
。

結
果
は
残
念
で
し
た
が
、
投
票
率

４
６
・
１
４
％
の
低
さ
は
さ
ら
に

残
念
に
思
い
ま
し
た
。
社
会
経
験

の
少
な
い
２
０
歳
代
は
と
も
か
く

と
し
て
、
３
０
〜
４
０
歳
代
の
投

票
率
が
推
定
で
３
割
〜
４
割
弱
と

低
い
こ
と
に
唖
然
と
し
ま
し
た
。

こ
れ
で
は
若
い
世
代
に
示
し
が
つ

き
ま
せ
ん
。

良
か
っ
た
こ
と
は
２
位
に
終
わ
っ

た
宇
都
宮
健
児
氏
が
、
草
の
根
運

動
で
『
福
祉
の
充
実
、
脱
原
発
、

原
発
事
故
の
被
災
者
支
援
、
憲
法

改
悪
に
反
対
等
』
を
掲
げ
て
支
持

率
を
前
回
か
ら
５
％
以
上
増
や
し

得
票
率
が
２
０
・
１
８
に
増
加
し

た
こ
と
で
す
。
得
票
は
９
８
万
票

で
し
た
。

大
雪
で
大
変
で
し
た
！【

富
岡
】

２
月
１
４
か
ら
１
５
日
に
か
け

て
、
１
１
８
年
ぶ
り
と
報
道
さ
れ

た
大
雪
が
群
馬
・
山
梨
に
降
り
、

富
岡
製
糸
工
場
の
屋
根
が
崩
れ
た

り
様
々
な
被
害
が
出
ま
し
た
。
富

岡
工
場
で
も
食
堂
前
の
テ
ン
ト
型

の
倉
庫
の
屋
根
が
潰
れ
、
駅
に
向

か
う
通
路
の
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
屋

根
も
割
れ
ま
し
た
。
駐
車
場
の
車

は
雪
で
埋
ま
り
、
車
に
乗
り
込
め

な
い
状
況
で
し
た
。
雪
が
降
っ
た

週
明
け
の
月
曜
日
は
土
曜
日
と
振

替
休
日
に
な
り
、
火
曜
日
か
ら
公

共
交
通
を
利
用
し
て
出
勤
し
て
欲

し
い
と
連
絡
さ
れ
ま
し
た
が
、
火

曜
日
の
出
勤
は
、
６
割
程
度
。
水

曜
日
か
ら
駐
車
場
の
除
雪
も
進
み

止
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た

が
、
雪
が
駐
車
場
に
残
っ
て
い
る

関
係
で
駐
車
ス
ペ
ー
ス
が
限
ら
れ
、

止
め
ら
れ
る
か
ど
う
か
心
配
し
な

が
ら
出
社
し
た
一
週
間
で
し
た
。

で
も
駐
車
場
か
ら
の
通
勤
路
は
き

れ
い
に
除
雪
さ
れ
て
い
て
、
除
雪

さ
れ
た
方
々
に
感
謝
で
す
。

沖
電
気
を
考
え
る
《

第
７
３
回

》

◆

持
論

抗
論

◆

カ
ネ
で
心
を
売
ら
な
か
っ
た

沖
縄
・
名
護
市
民
に
拍
手

基
地
の
７
４
％
が
あ
る
沖
縄
。

米
軍
普
天
間
飛
行
場
の
名
護
市

へ
の
移
設
が
争
点
と
な
っ
た
１

月
の
市
長
選
は
移
設
に
反
対
す

る
現
職
の
稲
嶺
市
長
が
再
選
さ

れ
た
。
戦
争
が
で
き
る
国
へ
暴

走
す
る
安
倍
政
権
は
沖
縄
振
興

費
・
毎
年
３
０
０
０
億
円
を
７

年
。
名
護
市
に
は
基
金
・
５
０

０
億
円
な
ど
で
移
転
容
認
（
新

基
地
建
設
）
を
迫
っ
た
が
、
基

地
と
生
活
は
両
立
し
な
い
と

「
基
地
ノ
ー
」
を
選
択
し
た
。

国
民
の
税
金
を
政
党
へ
支
給
（
政
党
助
成
金
）

助
成
金
を
手
に
す
る
と
、
離
合
集
散
の
繰
り
返
し
１
９
年
間

３
２
党
が
山
分
け

う
ち
２
４
党
は
消
滅

４
月
か
ら
消
費
税
が
８

％
に
増
税
さ
れ
る
。
税
金

の
使
途
点
検
が
必
要
だ
。

そ
の
一
つ
が
政
党
助
成
金
。

制
度
は
今
年
２
０
年
目
を

迎
え
る
。
１
９
年
間
の
総

額
は
５
９
９
６
億
１
３
６

０
万
円
。

昨
年
は
自
民
党
、
民
主

党
、
日
本
維
新
の
会
、
公

明
党
、
み
ん
な
の
党
、
生

活
の
党
、
社
民
党
、
新
党

改
革
、
み
ど
り
の
風
の
９

党
に
３
１
８
億
７
０
８
３

万
円
が
支
給
。
共
産
党
は

憲
法
違
反
の
制
度
だ
と
し

て
受
け
取
り
拒
否
。

イ
ン
ド
国
民
も

原
発
ノ
ー
の
運
動

日
本
の
観
測
史
上
最

大
規
模
の
東
日
本
大
震

災
、
死
者
・
行
方
不
明

１
万
８
千
人
超
。
３
月

１
１
日
で
３
年
に
な
る
。

安
全
神
話
が
崩
壊
し

た
原
発
。
し
か
し
、
安

倍
政
権
は
原
発
輸
出
に

積
極
的
だ
。
「
原
発
セ
ー

ル
ス
」
に
ト
ル
コ
、
イ

ン
ド
、
ア
ラ
ブ
諸
国

な
ど
で
「
Ｎ
Ｏ
！
」
の

運
動
が
拡
大
し
て
い
る
。

イ
ン
ド
で
は
「
安
倍

さ
ん
、
原
発
輸
出
ノ
ー
」

と
書
い
た
ポ
ス
タ
ー
を

持
っ
た
自
分
の
写
真
を

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
投

稿
す
る
運
動
が
拡
散
中
。

弁
護
士
が

ホ
ワ
イ
ト
認
証

長
時
間
労
働
な
ど
で

若
者
を
使
い
潰
す
「
ブ

ラ
ッ
ク
企
業
」
問
題
で
、

法
令
を
守
り
健
全
な
経

営
を
行
う
企
業
を
増
や

そ
う
と
、
東
京
の
弁
護

士
グ
ル
ー
プ
が
「
ホ
ワ

イ
ト
認
証
」
制
度
の
活

動
を
始
め
た
。

相
談
の
受
付
＝
城
北

法
律
事
務
所
（
０
３
・

３
９
８
８
・
４
８
６
６
）

平
日
１
０
時
〜
１
８
時

総額 ５９９６億円

◎沖電気は特例子会社・ＯＫＩ ワークウエル（１３年６月 障が

い者６１人）を０４年に設立して障がい者の雇用促進に努めている。

特例子会社：親会社の実用雇用率に算入できる障がい者の雇用に特

別に配慮した子会社。

★常用労働者２００人超の企業は未達成の場合は不足１人あたり月

額５万円の納付が義務付けられている。超過の場合は１人あたり２

万７千円の報奨金の支給。１５年４月からは１００人超になる。

◆ 障がい者の雇用◆

法定雇用率の２％を達成

話

題

ＯＡＫホームページ

ＱＲコード

過労死防止基本法の

早期成立を
長時間労働・サービス残業によ

る「過労死」が国際語「karoshi」

となって２０年超。防止基本法の

制定を求める運動が進んでいます。

「過労死防止基本法」案は下記の

３項目です。

１．過労死はあってはならないと

国が宣言すること。

２．自治体、事業主の責務を明

確にすること。

３。国は、過労死

に対する総合

的な対策をす

ること。


